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10 小児医療体制（小児救急医療を含む）

（１）現 状

ア 小児人口及び医療機関・医師等の状況

○ 南渡島圏域の小児人口（15歳未満）は、国勢調査の結果によると、平成12年５万9,211人、

平成22年４万6,334人と10年間で１万2,877人（21.7％）減少、平成27年では４万774人とな

り15年間で１万8,437人（31.1％）減少し平成12年の三分の二程度となっています。(【参

考】令和３年１月１日現在住民基本台帳では３万7,453人で２万1,758人（36.7％）減少。)

【南渡島圏域の小児人口】

調 査 年 平成12年 平成22年 平成27年

小 児 人 口 （人） ５９，２１１ ４６，３３４ ４０，７７４

平成12年を100とした割合 １００．０％ ７８．３％ ６８．９％

平成12年からの減少数（人） － １２，８７７ １８，４３７

（減少率） （２１．７％） （３１．１％）

平成22年からの減少数（人） － － ５，５６０

（減少率） （１２．０％）

出典：総務省「国勢調査」（e-stat「政府統計の総合窓口」から）

○ 南渡島圏域では、令和３年４月１日時点で小児科を標榜する病院は、11施設、診療所(一

般の外来を行っていない診療所を除く)は39施設あり、その内、函館市に病院が８施設

(72.7％）、診療所が22施設(56.4％)所在し、函館市内に集中する傾向にあります。

○ なお、知内町と鹿部町には小児科を標ぼうする医療機関はありません。

○ 平成24年10月1日と比較すると、病院においては12施設から11施設に減少し、診療所(一

般の外来を行っていない診療所を除く)においては、53から39施設に14(26.4％)減少し、そ

の内函館市内の施設は33から22施設に11(33.3％)減少しています。

また、南渡島圏域の診療所減少率は、全道平均11.8％(平成24年から令和２年４月１日時

点までに減少した率）を大きく上回っています。

○ 南渡島圏域では、令和3年4月1日時点で小児歯科を標榜する歯科診療所は、112か所あり、

83か所（74.1％）が函館市に集中しています。また、木古内町及び鹿部町には、歯科診療

所はありますが小児歯科を標榜するところがありません。

○ 道内の医師数は増加していますが、「小児医療を行う医師数」は年々減少しており、南渡

島圏域においても平成18年から同様に年々減少し、直近データの平成30年までの12年間で

27人（32.5％）少なくなっています。

また、道内の「小児科を専門とする医師数」は年々増加の傾向にありましたが、平成26

年度をピークに若干減少傾向にあります。南渡島圏域においても年々減少の傾向にあり、

平成18年から平成30年までの12年間で10人（22.7％）少なくなっています。

【南渡島圏域の小児科医師数（各年12月末現在）】

項 目 １２年 １４年 １６年 １８年 ２０年 ２２年 ２４年 ２６年 ２８年 ３０年

南 医 師 総 数 845 850 877 901 907 908 904 878 905 884

渡 小児医療を行う医師数 100 88 89 83 77 77 70 64 61 56

島 小児科を専門とする医師数 44 47 48 44 44 45 41 39 33 34

全 医 師 総 数 10,540 11,898 12,201 12,307 12,447 12,612 12,853 12,987 13,309 13,425

小児医療を行う医師数 1,322 1,278 1,190 1,117 1,085 1,021 1,011 1,001 917 896

道 小児科を専門とする医師数 590 608 598 604 617 618 634 642 639 631

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（各年12月末現在）」（e-stat「政府統計の総合窓口」から）

＊ 「小児医療を行う医師数」とは、診療科として小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科の中に、小児科を含んでいた医師の数。

＊ 「小児科を専門とする医師数」とは、診療科として小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科のうち、小児科を主たる診療科とした

医師の数。
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イ 小児救急の状況

○ 南渡島圏域における18歳未満の救急搬送数については、平成26年1,225人から令和元年の

1,381人と増加傾向にあります。また、令和元年の全救急搬送数における軽症者の割合は

47.8％であるのに対し、18歳未満の救急搬送数における軽症者の割合は56.7％となってい

ます。

【年齢別救急搬送人員とその割合】

年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

南渡島圏域 18歳未満 1,225 1,181 1,280 1,336 1,313 1,381

割合（％） 6.3 6.2 6.4 6.5 6.2 6.4

65歳以上 11,567 11,936 12,660 13,025 13,867 14,254

割合（％） 60.0 62.4 62.8 63.1 65.0 65.9

データー ： 各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ）

【年別軽症者の救急搬送人員及び割合】

年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

南渡島圏域

軽 症 9,352 9,123 9,476 9,851 10,224 10,331

全体割合（％） 48.4 47.6 46.9 47.7 47.9 47.8

小児割合（％） 57.1 59.6 57.3 59.6 58.4 56.7

人数(人） 700 704 734 796 767 783

データー ： 各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ）

○ 厚生労働省の調査(＊1)によると、小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日では夕刻か

ら準夜帯（18時から22時頃まで）にかけて増加傾向にあり、土日では更に多くなっており、

小児救急患者はいわゆる時間外受診が多いことが指摘されています。

○ また、道が実施した「二次救急医療機関における救急患者受入実態調査」（＊2） における小

児救急患者の時間外受診の状況を見ると、「特に軽症」と「軽症」の患者が多数を占めてい

ます。

○ このような小児救急における受療行動には、少子化、核家族化や共働きなどの家庭環境

の変化とともに、保護者等による専門医志向や病院志向が大きく影響していると指摘され

ています。

○ 小児救急医療体制の整備に対する社会的要請が高まっていることから、南渡島圏域では、

通常の救急医療体制によるほか、道が行う「小児救急医療支援事業」により、２次救急輪

番体制の中で、現在、市立函館病院、函館中央病院、共愛会病院の３病院が輪番により、

休日及び夜間における小児の二次救急医療に対応しています。

【小児救急医療支援事業】

１ 目 的

初期救急医療施設及び救急患者の搬送機関との円滑な連携体制の下に、休日又は夜間に

おける入院治療を必要とする小児の重症救急患者に対する医療を確保するもの。

２ 事業概要

地域設定は、原則として二次医療圏単位として、地域の小児科を標榜する病院群が

病院群輪番制方式により、小児救急医療に係る休日・夜間の診療体制を整えるものと

し、原則として、初期救急医療施設からの転送患者を受け入れるもの。

病院とは、市町村又は市町村長の要請を受けた病院の開設者が整備、運営する病院

で、相当数の病床を有し、小児科医師等医療従事者及び小児の救急専用病床の確保等、

第二次病院としての診療機能を有する病院とする。

（北海道小児救急医療支援事業費補助金交付要綱から引用）

＊1 厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・家族ニーズへの対応策に関する研究」（主任研究者衛藤義勝）（平成16年度）

＊2 北海道保健福祉部調
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○ 道では、小児科勤務医の勤務環境の改善と安全・安心な小児医療の確保を図るため、二

次医療の拠点病院として、地域に必要な特定分野の小児医療や新生児医療などを担う病院

を重点化病院として、南渡島圏域では平成19年に市立函館病院と函館中央病院を選定して

いましたが、２病院とも平成30年1月31日から「北海道小児地域医療センター」に移行して

います。

【重点化病院の選定基準】

重点化病院の選定に当たっては、各圏域ごとに、原則として、次の①～⑤までの機能をすべ

て有しているほか、小児人口、圏域内の面積、医療機関の分布状況など、圏域ごとの状況を勘

案しています。

なお、将来的には重点化病院は、第二次圏域単位で選定されることが望ましいと考えていま

す。

① 一定以上の小児科の常勤医師を確保していること。

② 小児二次救急医療等を担っていること。

③ 特定分野の小児医療を提供していること。

④ 小児科の入院医療を提供していること。

⑤ 新生児医療を提供していること。

○ 道では、「小児救急医療地域研修事業」として平成17年度から「北海道小児救急医療地域

研修事業」を道内の内科医等を対象として小児救急に関する研修を実施し、地域の小児救

急医療に係るネットワーク体制を構築に努めており、保健所においても開催案内等を行っ

て研修会への参加を呼びかけています。

【小児救急医療地域研修事業】

〈北海道小児救急医療地域研修事業〉（平成17年度から）

□ 実施機関 ： 北海道医師会へ事業委託

□ 実施地区 ： 第三次医療圏を基本に、全道８地区に区分し開催

□ 対 象 者 ： 在宅当番医制に参加する医師等

□ 概要及び目的

道内の内科医等を対象とした小児救急に関する研修を実施することにより、

地域の小児救急医療体制の確保・推進を図ることを目的とする。

□ 期待される効果

(1) 地域の小児救急医療体制を確保し、小児二次救急医療機関に勤務する小児科

医師の負担軽減を図る。

(2) 地域の医療関係者・消防関係者等が研修を受講することにより、小児救急医

療に対する理解を深めるとともに、地域の実情に応じた小児救急医療体制に関

するネットワークを構築する。 など

（「北海道医療計画（平成30年度～令和5年度）〈中間見直し〉」及び「令和元年度北海道小児救急医療地域研修会につい

て」から引用。）

【小児救急医療地域研修事業参加者の推移（道南地区分）】 （単位：人）

年 度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

開 催 地 函館市 函館市 函館市 函館市 江差町 函館市 函館市 函館市 函館市 函館市 函館市 函館市

参 加 者 数 ３３ ３５ ３４ ６５ ６９ ８２ ８０ ９０ １０８ ８４ ９８ ５１

内 医 師 １９ １５ ２１ ２２ １１ ２２ １６ １９ １６ ２２ ２３ １３

看護師等 ４ ２ ２ ２ ９ ２７ １３ ９ １７ ８ ２ １０

消防隊員 ５ １４ １０ ３０ ３２ ２７ ４４ ５４ ６１ ３８ ６６ １８

訳 他医療職 １ １ ０ ７ １５ ４ ５ ５ ９ １６ ７ １０

※ 内訳の「他医療職」には、保健師、助産師及び薬剤師等は入る。
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※ 平成19年度から看護師や救急隊員、20年度から臨床研修指定病院にも周知。23年度までの事業名は「小児救急地域医師研修事業」。

○ 保護者の子育て不安の解消に資する観点から、夜間における子どもの急な病気やけがな

どの際に、専任の看護師や医師が保護者等からの相談に対し、電話により助言を行う「小

児救急電話相談事業」を実施するとともに、救急医療情報を道民、医療機関、消防機関に

提供する「北海道救急医療情報・広域災害情報システム」を運営するほか、救急法等講習

会の実施など、救急医療についての啓発を行っています。

〈小児救急電話相談事業〉（平成１６年度から）

電 話 番 号 ☎ ０１１－２３２－１５９９（いーこきゅうきゅう）

＊ プッシュ回線の固定電話及び携帯電話からは、短縮ダイヤル

「＃８０００」も利用できます。

相 談 実 施 日 毎 日 午後７時から翌朝８時まで

看護師１名（センター対応）、医師１名（自宅等待機）

利用に当たって ※ 医師が直接診察して治療を行うものではなく、あくまでも電話による

の注意事項 家庭での一般的対処などに関する助言・アドバイスを行うものです。

【小児救急電話相談事業 相談件数の推移（相談者の居住圏域別）】 （単位：件）

年 度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

道 南 252 280 341 486 420 457 538 697 1,180 1,272 1,099 1,396

合 計 4,968 5,983 6,314 8,201 7,833 8,249 8,284 10,299 14,393 15,914 16,614 17,151

相談時間帯 月～土(年末年始除く) 毎 日

19:00～23:00 19:00～翌8:00

出典：「北海道医療計画（平成30年度～令和5年度）」〈中間見直し〉の「第11節 小児医療体制（小児救急医療を含む」、「1 現状」、「（小児救急の

状況）」の84ページ「小児救急電話相談事業相談件数の推移（相談者の居住圏域別）」から

ウ 療養・療育支援体制等の状況

○ 大学病院などにより高度な小児医療が提供されているほか、小児医療と障がい児療育の

機能を一体的に備えた北海道立子ども総合医療・療育センター(コドモックル)において、

出生前からの一貫した治療・訓練、医学的リハビリテーションや療育とともに小児高度医

療を提供しています。

○ 平成27年度における小児の在宅人工呼吸器患者数は、全国で2,497.2人、全道では95.7人

となっています。＊１

○ 南渡島圏域の小児の在宅人工呼吸器患者数は、平成28年度においては3.2人となっていま

す。＊２

（２） 課 題

ア 小児医療体制等の確保

○ 子どもを抱える家族からの相談など、家族を支援する体制や子どもの症状・状態に応じ

た小児医療体制の確保が必要です。

○ 二次救急医療機関における小児救急患者に占める軽症者の割合が高いことが以前から指

摘されており、小児科勤務医が長時間にわたる不規則な勤務を余儀なくされ、その改善が

求められています。

○ 第二次医療圏内において、専門医療や24時間体制の救急医療を提供する体制の確保に努

め、入院医療や救急医療を提供できる体制を確保することが必要です。

＊１ 平成27年度 NDB（ナショナル・データ・ベース）のレセプト件数を12で割った値

＊２ 平成28年度 NDB（ナショナル・データ・ベース）のレセプト件数を12で割った値

イ 小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保

○ 小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療や医療・療育体制、また、小児の三次救急医

療体制についての検討も必要です。
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○ また、発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、必要な医療・療育

や適切な支援を身近な地域で受けられる体制の充実が必要です。

（３） 必要な医療機能

ア 症状等に応じた医療機能や救急医療体制の充実

疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小児医療から高度・専門医療及び

初期救急医療から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図るとともに、急性

期を経過した小児患者を地域で受け入れられるよう、医療機関の機能に応じた連携体制を

構築することが必要です。

イ 災害時を見据えた小児医療体制

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れや診

療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。

（４） 数値目標

指 標 名 現状値 目標値(R5) 目標数値 備 考

計画 中間 の考え方

策定時 見直し

小児二次救急医療体制が確 確保済 確保済 継 続 現状維持 小児救急医療支援事業の実施に

保されている より確保済

北海道小児地域医療センタ 確保済 確保済 継 続 現状維持 選定済

ー、北海道小児地域支援病 北海道小児地域医療センター

院による提供体制が確保さ 市立函館病院

れている 函館中央病院

北海道小児地域支援病院

共愛会病院

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策

ア 相談支援体制等

○ 消防機関等と協力してＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。

○ 小児救急電話相談事業や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関へ

の適正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療についての啓発に努めます。

イ 一般の小児医療及び初期小児救急医療体制

小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましいこと

から、道が行う「小児救急医療地域研修事業」への参加を促し、一般の小児医療及び初期

小児救急医療を担う病院・診療所の維持や確保に努めます。

ウ 小児専門医療及び入院小児救急医療体制

○ 小児医療の中核的な医療機関として、第二次医療圏ごとに選定されている「北海道小児

地域医療センター」又は「北海道小児地域支援病院」における、専門医療及び入院を要す

る小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制について、関係機関と連携し維

持確保、充実に努めます。

○ 小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、地域の開業

医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制の構築に努めます。

【北海道小児地域医療センター及び北海道小児地域支援病院の選定基準】

＜北海道小児地域医療センターの選定基準＞
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① 一定数以上の小児科の常勤医師が勤務していること

② 小児科の入院医療を提供していること

③ 小児二次救急医療を担っていること

④ ＮＩＣＵを整備していること

＜北海道小児地域支援病院の選定基準＞

次の要件のいずれかを満たす医療機関

（要件１） 北海道小児地域医療センターの選定基準のうち、①及び②を満たし、

小児二次救急医療を担っている医療機関又は救急告示医療機関であり、

かつ、分娩を行っている病院

（要件２） 北海道小児地域医療センターの未整備圏域において、以下のア～ウを

満たす病院

ア 小児科の常勤医師が勤務していること

イ 小児科の入院医療を提供していること

ウ 小児二次救急医療等を担っていること

エ 小児高度専門医療の提供

総合周産期母子医療センターにおいて、関係機関と連携し小児高度専門医療を提供でき

る体制を確保し充実に努めます。

オ 療養・療育支援体制の確保

発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短期入

所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、関係機関等と連携して地

域生活を支援する体制の確保に努めます。

カ 小児在宅医療の提供体制の確保

小児在宅医療の担い手を育成するため、関係機関と連携し医師・看護師等の医療従事者

に対する普及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療養中の小児の状態が急変

した際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担う医療機関と後方支援を担う医療

機関との連携体制の構築や北海道立子ども総合医療・療育センター等における小児高度専

門医療を提供する体制の確保に努めます。

また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、関係機関等と協力して

保健・医療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。

キ 災害時を見据えた小児医療体制

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、関係機関と協力し災害拠点病

院や地域の中核的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害時における小児医療体制

の構築に努めます。

（６） 医療機関等の具体的名称

ア 北海道小児地域医療センター

市立函館病院

函館中央病院

イ 北海道小児地域支援病院

共愛会病院

ウ 小児救急医療支援事業参加病院

函館中央病院

市立函館病院
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共愛会病院

エ 総合周産期母子医療センター

函館中央病院

オ 地域周産期母子医療センター

市立函館病院

（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割

子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な歯科保

健医療サービスを受けられるよう、歯科医師会などの関係機関が連携し障がい者歯科医

療協力医の確保と資質の向上に努めます。

（８） 薬局の役割

子どもを持つ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」等、かかりつけ薬

局・薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の診療時間外

における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体制について、薬

剤師会などの関係機関が連携し維持充実に努めます。

（９） 訪問看護ステーションの役割

在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療養できるよう、小児等の成長発達に

応じた看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者と連携し、

小児及びその家族の支援の充実に努めます。


